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Ⅰ　設立認可後の手続集
	１
	法人の設立登記について

	期　限
	設立認可書の到達した日から２週間以内

	方　法

	●　主たる事務所所在地の法務局に必要書類を提出する。
 ＊必要書類……定款
　 　　　　　　設立認可書写（原本還付）
　　　　　　　 設立時理事長の選定を証する書面
　　　　　　　 設立時理事長の就任承諾書
　 　　　　　　資産の総額を証する書面
　 　　　　　　〔ただし、上記は設立認可書に添付のものを援用する。〕
　 　　　　　　委任状　等

	根　拠
	社会福祉法第28条及び第34条
組合等登記令第２条及び第３条


	２
	理事会及び評議員会の開催について

	期　限
	法人の設立登記終了後、遅滞なく

	方　法

	●　理事会開催通知送付〔日程調整〕
　　　⇒評議員候補の選出（注）
⇒評議員選任・解任委員の選出及び会議の開催通知
⇒＜正規の＞役員候補者の選出

⇒＜正規の＞評議員会の開催通知

●　評議員選任・解任委員会の開催

　　　⇒＜正規の＞評議員の選任
●　<正規の>評議員会の開催

　　　⇒＜正規の＞役員の選出及び＜正規の＞理事会の開催通知
●　＜正規の＞理事会の開催
　　　⇒＜正規の＞理事長の選出

　 ⇒　財産移転・諸規程の承認等
（注）　設立当初の役員等は、設立者が決定した役員等であって、定款の選任手続に
基づいて選任された役員等ではない。
したがって、法人の成立後（設立登記後）は遅滞なく定款の規定により正規の役員等を選任する必要がある。
加えて、選出した理事長を登記する必要がある。
（P２「３ 役員の選任と理事長の登記」参照

	根　拠
	社会福祉法第36条、第39条、第40条第３項、第43条及び第44条第３項、
定款例第６条、第10条、第16条及び附則


	３
	役員の選任と理事長の登記

	期　限
	法人の成立後遅滞なく選任し、変更後２週間以内

	方　法

	●　役員の選任…定款の選任手続に基づき選任を行う。
     　   　
●　理事長の選任…理事の互選による。
●　理事長の登記…主たる事務所所在地の法務局に必要書類を提出する。

	根　拠
	社会福祉法第43条及び第45条の13第３項
定款例第15条、第16条及び附則、
組合等登記令第２条


	４
	財産目録記載の財産（寄附申込財産）の移転

	期　限
	法人の設立登記後、遅滞なく

	方　法

	●　現　金…法人名義の通帳に入金する。
●　不動産…所有権又は地上権（賃借権）を不動産登記法の規定により登記する。（＊）
※　登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けようと
する場合は、「登録免許税法別表第３の10の項の第３欄の第〇号に掲げる登記に係
る証明願」（P13～P15、様式１）に必要書類を添付して、地域福祉課又は次世代育
成課のうち貴法人の所管課（以下、この手続集において「所管課」という。）あて
２部提出すること。（P11「８ 登録免許税の非課税措置」参照）

	根　拠
	贈与契約（寄附申込）



	５
	法人登記及び財産移転完了報告書の提出

	期　限
	財産移転完了後、１か月以内

	方　法

	●　添付資料とともに、「設立登記及び財産移転の完了について（報告）」
　を県知事（所管課）あて１部提出すること。
　　＜様式は、「社会福祉法人設立認可申請提出書類　様式例集」のP62を参照＞　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊ 添付資料 … 法人登記履歴事項全部証明書（原本）
　　　　　　　 法人代表者印の印鑑登録証明書（原本）
　　　　　　　 理事会及び評議員会の議事録の写し
設立公告の写し
　　　　      　財産移転証明書
　　　　　　　　財産目録
　　　　　　　　所有権移転登記済 登記事項全部証明書（不動産の場合）
利用権設定登記済 登記事項全部証明書（不動産の場合）
寄附受領書の写し、預金残高証明書及び通帳の写し（動産の場合）

	根　拠
	社会福祉法施行規則第２条第４項


	６
	建物（施設）保存登記及び基本財産編入と定款変更届（基本財産増加）

	期　限
	適宜遅滞なく速やかに

	方　法

	●　保存登記に必要な書類を法務局に提出する。（※）
●　登記簿記載事項を詳細に記載した定款変更案を作成し、理事会の決議及び評議員会の承認を得て、「定款変更届出書」＜定款変更等手続きについて　P16を参照＞を遅滞なく県知事（所管課）あて２部提出すること。
＊　定款変更届出添付資料 …  変更後定款
変更前定款

不動産登記事項証明書（原本）

理事会及び評議員会の定款変更に係る議案を含めた議事録
その他証する書類<上記変更等手続き P21 資料１参照＞
※　登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けようと
する場合は、「登録免許税法別表第３の10の項の第３欄の第〇号に掲げる登記に
係る証明願」（P13～P15、様式１）に必要書類を添付して所管課あて２部提出す
ること。（P11「８ 登録免許税の非課税措置」参照）

	根　拠
	社会福祉法第45条の36
社会福祉法施行規則第３条及び第４条
定款例第28条及び第38条



Ⅱ　年間手続集

	１
	予算及び事業計画の理事会承認

	期　限
	毎会計年度開始前（３月末）

	方　法

	●　理事長において編成し、理事会の承認を得る。
　　[注意]　租税特別措置法第40条の規定の適用を受ける法人の場合は、
評議員会の決議が必要
＊　予算は、毎会計年度における法人の財務指針として、法人の事業計画の大綱を確立し、事業の円滑な運営を図る目的を持って収支の合理的規制を行うものである。             

	根　拠
	定款例第31条
租税特別措置法第40条対応法人の場合は、定款例第11条及び第33条


	２
	計算書類等及び事業報告書の作成

	期　限
	毎会計年度終了後３か月以内（６月末）

	方　法

	●　会計責任者は、毎会計年度末日において決算整理を行い、総勘定元帳及び各種補助簿を締め切り、計算関係書類（計算書類（貸借対照表、資金収支計算書及び事業活動計算書）並びにその附属明細書）及び事業報告並びに財産目録を作成し、これを理事長に提出する。

●　理事長は、計算関係書類及び事業報告並びに財産目録を監事に提出し、監査を受けた計算関係書類及び事業報告並びに財産目録を監査報告とともに理事会に上程し、承認を受けなければならない。
●　理事長は、理事会の承認を受けた計算関係書類及び事業報告、財産目録並びに監査報告を定時評議員会の招集通知に添付し、評議員会の承認を受けなければならない

	根　拠
	社会福祉法第45条の27
定款例第32条



	３
	監事監査と決算理事会及び定時評議員会の開催

	期　限
	毎会計年度終了後３か月以内（６月末）

	方　法

	①　理事長は、提出された計算関係書類（計算書類（貸借対照表、資金収支計算書及び事業活動計算書）並びにその附属明細書）及び事業報告書並びに財産目録の各原案を承認した段階で監事に提出し、監査を実施させる。
②　監事は、会計監査及び業務監査を実施し、決算理事会までに監査報告書を作成して報告する。
③　決算理事会において、理事長は決算及び事業報告の説明を行い、監事から実施した監査について意見を徴し、理事会の承認を受ける。
④　理事長は、理事会の承認を受けた計算関係書類及び事業報告、財産目録並びに監査報告を定時評議員会の招集の通知に際して提供する。

⑤　理事長は、理事会の承認を受けた計算関係書類及び事業報告並びに財産目録を定時評議員会に提出し、承認を受ける。
※　監事監査の実施に当たっては、実施前に不動産登記事項証明書を取得し監事の確認を受けることに留意する。

	根　拠
	社会福祉法第45条の28、第45条の29及び第45条の30
定款例第18条及び第32条　


	４
	資産総額変更登記

	期　限
	毎会計年度終了後３か月以内（６月末）

	方　法

	●　主たる事務所所在地の法務局に必要書類を提出する。
※　必要書類 … 資産の総額を証する書面（財産目録又は貸借対照表等）　
※　資産総額変更登記は６月末日までに実施することとなるので、監事監査、決算理事会及び定時評議員会はそのことを考慮し開催すること。

	根　拠
	組合等登記令第３条



	５
	計算書類等の届出

	期　限
	毎会計年度終了後３か月以内（６月末）

	方　法

	●県知事（所管課）あてに、次の書類を提出すること。
1  事業報告書
2 財産目録
3  計算書類（貸借対照表、資金収支計算書及び事業活動計算書）
④ 附属明細書
⑤ 監事監査報告書
⑥ 役員等名簿
⑦ 役員等の報酬支給基準
⑧ 現況報告書

 (注)　①事業報告書、②財産目録、③計算書類及び④附属明細書は、定時評議員会の承認を受けたものであること。

	根　拠
	社会福祉法第59条
社会福祉法施行規則第９条


	６
	理事会及び評議員会の開催

	期　限
	必要に応じて

	方　法

	◇　理事会及び評議員会の決議事項
　　「社会福祉法人監査指導要綱の制定について」（平成29年４月27日付け
雇児発0427第７号・社援発0427第１号・老発0427第１号）を参考のこと
※　定款の変更、役員の選任、報酬規程の改正など、必要の都度手続きを行うものについては、「Ⅲ　随時手続集」を参照。
●　補正予算承認について、理事会（評議員会）を開催する。
＊　補正予算 … 予算成立後次のような理由によって当該予算に過不足が生ずることが予見される場合、その事態に対応して予算の変更をする必要がある。
　　① 年度途中で予算との乖離等が見込まれる場合
　　② 特に緊急に必要となった経費の支出が生じる場合

	根　拠
	ガイドライン　Ⅰ３(２)２及びⅠ６(１)２、
社会福祉法人会計基準の運用上の留意事項２の(２)
定款例第10条及び第24条



	７
	書類の備え置きと公開

	期　限
	遅滞なく

	方　法

	●　閲覧請求に対応するため、次の書類を主たる事務所に備えておく。
① 定款
② 事業報告書

③ 財産目録
④ 計算書類（貸借対照表、資金収支計算書及び事業活動計算書）
⑤ 附属明細書

⑥ 監事監査報告書
⑦ 役員等名簿
⑧ 役員等の報酬支給基準

⑨ 現況報告書　　等
●　次の事項は、インターネットにより公表する。
① 定款変更認可を受けたとき又は定款変更届出をしたときの定款の内容
② 計算書類（貸借対照表、資金収支計算書及び事業活動計算書）
　③ 役員等名簿（個人の権利利益が害されるおそれがある部分は除く）
　④ 役員等の報酬支給基準
⑤ 現況報告書（個人の権利利益が害されるおそれがある部分は除く）

	根　拠
	社会福祉法第59条の2
社会福祉法施行規則第10条　



Ⅲ　随時手続集
	１
	役員（＝理事、監事）及び評議員の選任

	期　限
	任期満了前、欠員が生じた場合

	方　法

	◇　役員及び評議員の欠格事項並びに相互の特殊関係の確認が必要
〔役員の選任〕
●　役員の選任 … 評議員会の決議によって選任を行う。
（注）監事の選任に関する議案を評議員会に提出するには、在任監事の　
過半数の同意が必要（監事が２名の場合は、監事全員の同意）
●　理事長の選定 … 理事の中から１人選定する。
　（注）業務執行理事を置く場合は、業務執行理事の選定も必要

●　役員の任期 … 選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに
関する定時評議員会の終結の時まで（定款で短縮可能）
〔評議員の選任〕
●　評議員の選任 … 定款の選任手続に基づき選任を行う。
●　評議員の任期 … 選任後４年以内に終了する会計年度のうち最終のもの
に関する定時評議員会の終結の時まで（定款で６年以内とすることも可能）

	根　拠
	【欠格事項、特殊関係の確認】
　社会福祉法第40条及び第44条
社会福祉法施行規則第２条の７、８、10及び11
【選任関係】
社会福祉法第39条、第41条、第43条、第45条、第45条の13及び第45条の16
定款例第5条、第６条、第７条、第15条、第16条及び第19条


	２
	理事長の変更登記

	期　限
	理事長の選任後２週間以内に登記する

	方　法

	理事長の登記…主たる事務所所在地の法務局に必要書類を提出する。
※　必要書類は法務局に確認すること。

 ※　理事長変更に係る所轄庁への届出は、必要ありません。
 ※　任期満了により、理事の改選を行った場合は、再任であっても登記が必要です。
[参考]事業費の請求事務に関する手続きは別途必要です。

	根　拠
	社会福祉法第29条
組合等登記令第２条及び第３条



	３
	定款変更（認可申請）：事業目的の追加、役員定数変更、基本財産変更等

	期　限
	遅滞なく

	方　法

	①　理事会で、議決に加わることができる理事の過半数の同意を得る。
②　評議員会で、議決に加わることができる評議員の３分の２以上の承認を得
　る。
③「定款変更認可申請書」＜定款変更等手続きについて P14を参照＞を県知事
（所管課）あてに、必要な書類とともに２部提出すること。
●　県知事の認可を受けなければ、定款はその効力を生じません。
（注１）事業目的の追加や公益事業の追加等登記事項に変更が生じたときは、変更の登記をしなければならない。(P11「７ 定款変更の登記」参照）
（注２）役員及び評議員の定数変更等は、認可後に行うことになる。
（注３）県知事認可後遅滞無く、認可後の定款を主たる事務所に備え置くと共にインターネットにより公開する。

	根　拠
	社会福祉法第45条の36
社会福祉法施行規則第３条、
定款例第10条、第13条、第24条及び第26条

	

	４
	定款変更（届出）：所在地変更、基本財産増加、公告の方法の変更

	期　限
	遅滞なく

	方　法

	●　法人内の手続きは、「３　定款の変更（認可申請）」を参照。
・「定款変更届出書」＜定款変更等手続きについて P16を参照＞を県知事
（所管課）あてに、必要書類とともに２部提出すること。
●　下記に関する定款変更については、届出となる。
　　・事務所の所在地
　　・資産に関する事項（基本財産の増加に限る。）
　　・公告の方法
 (注)　県知事の受理通知後の定款を主たる事務所に備え置くと共にイン
ターネットにより公開する。

	根　拠
	社会福祉法第45条の36
社会福祉法施行規則第４条、
定款例第10条、第13条、第24条及び第26条



	５
	基本財産の処分承認

	期　限
	基本財産の処分が必要となった時点

	方　法

	①　理事会で、議決に加わることができる理事の過半数の同意を得る。
　　　[注意]　租税特別措置法第40条の規定の適用を受ける法人の場合は、
理事の３分の２以上の同意が必要です。
②　評議員会で、議決に加わることができる評議員の過半数の承認を得る。
③　「基本財産処分承認申請書」＜定款変更等手続きについて P19を参照＞を
県知事（所管課）あてに、必要な書類とともに２部提出する。 

（注）基本財産の処分については、県知事の承認があったのち、当該財産
を処分した時点において、速やかに定款変更認可申請（基本財産減）の
手続をとる必要がある。

	根　拠
	社会福祉法第45条の13　
定款例第10条・第13条・第24条・第26条


	６
	基本財産の担保提供承認

	期　限
	基本財産の担保提供が必要となった時点

	方　法

	①　理事会で、議決に加わることができる理事の過半数の同意を得る。
　　　[注意]　租税特別措置法第40条の規定の適用を受ける法人の場合は、
理事の３分の２以上の同意が必要です。
②　評議員会で、議決に加わることができる評議員の過半数の承認を得る。
③　「基本財産担保提供承認申請書」＜定款変更等手続きについて P20を参照＞を県知事（所管課）あてに、必要な書類とともに２部提出する。
（注１）根抵当権の設定は認められない。
（注２）次の場合は、神奈川県知事の承認を必要としない。
　　・独立行政法人福祉医療機構に対して担保を提供する場合
　　・独立行政法人福祉医療機構と協調融資に関する契約を結んだ民間金融機関に対して担保を提供する場合

　　　・社会福祉施設整備のための資金について、当該事業計画が適切である
との関係行政庁による意見書が所轄庁に届けられた場合であって、融
資を行う確実な民間金融機関に対して担保に提供する場合

	根　拠
	定款例第10条、第13条、第24条、第26条及び第29条



	７
	定款変更の登記

	期　限
	定款変更に関する認可書又は受理書の到達後、２週間以内

	方　法

	●　主たる事務所所在地の法務局に必要な書類を提出する。
  　＊登記事項（組合等登記令第２条）
　　　①目的及び業務
      ②名称
      ③事務所の所在場所
      ④代表権を有する者の氏名、住所及び資格
      ⑤存続期間又は解散の事由を定めたときは、その期間又は事由
      ⑥組合等登記令別表の登記事項の欄に掲げる事項
　　　　　　　　⇒社会福祉法人の場合は、資産の総額

	根　拠
	社会福祉法第29条
組合等登記令第２条及び第３条

	

	８
	登録免許税の非課税措置

	期　限
	必要に応じて

	方　法

	· 「登録免許税法別表第３の10の項の第３欄の第〇号に掲げる登記に係る証明願」（Ｐ13～P15、様式１参照）に必要事項を記載し、県知事（所管課）あてに、必要書類を提出すること。
※　高齢、障害関係：第３欄の第１号（P13、様式１参照）
　保育園の場合：第３欄の第３号（P14、様式１参照）
認定こども園の場合：第３欄の第４号（P15、様式１参照）
（注１）証明願のみ２通提出すること。
（注２）神奈川県所管の法人であっても、申請不動産の所在地が横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市や県外である場合には、当該不動産の所在地を所管する行政庁へ申請すること。

	根　拠
	登録免許税法第４条
登録免許税法施行規則第３条



	９
	社会福祉法人への寄付金の税額控除制度

	期　限
	必要に応じて

	方　法

	· 「3,000円以上の寄附金を支出した者が、実績判定期間（申請年度を含まず過去５事業年度）において平均して年に100人以上いること」により税額控除対象法人の証明を受けようとする場合には、県知事（所管課）あてに、次の書類により申請すること。
　※「実績判定期間」＝当該法人の直前に終了した事業年度終了の日以前
　　　　　　　　　　　　５年内に終了した各事業年度のうち最も古い事業
年度開始の日から当該終了の日までの期間
＊　保育所等の定員等の総数が5,000人未満の事業年度がある場合又は
社会福祉事業に係る費用の合計額が１億円未満の事業年度がある場合は、要件緩和がある。
1 税額控除に係る証明申請書（Ｐ19、様式２参照）
2 □□年度分　寄附金受入明細書（Ｐ20、様式３参照）
（実績判定期間の各事業年度分）
・チェック表：要件１（P21、様式4-1 又はP22、様式4-2参照）
　　　　　　　要件２（P22、様式５参照）　　　
・事業活動内訳表（社会福祉事業に係る費用の合計額が１億円未満
の事業年度分)
　　◎　制度の詳細については、厚生労働省のホームページで、
　　　「税額控除等」で検索。
　　　　　☞「税額控除に係る証明事務 ～申請の手引き～」等
　　　　　　で確認してください。

	根　拠
	租税特別措置法第41条の18の３
租税特別措置法施行令第26条の28の２
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